
 

 

 医療的ケアとは、病院などの医療機関以外の場所（学校や自宅など）で日常的に継
続して行われる、医行為を指します。病気治療のための入院や通院で行われる医行為
は含まれません。  
主なものとしては、喀痰吸引や経管栄養、導尿、インスリン注射などがあります。  

主な医療的ケア  
 
 
 
 
 
 
      喀痰吸引       経管栄養       インスリン注射  

 医療的ケアの実施者は、主に、医師、看護師、介護福祉士、医療的ケア児本人、保
護者、認定を受けた教職員などですが、医師以外が実施するには以下のように、様々
な要件があります。  

・看護師・・・医師の指示の下、行うことができます。主治医からの「指示書」に
よる指示によりケアを行います。  

・介護福祉士・・・一定の研修を修了し、医師の指示の下、看護師等と連携し、医
療的ケアのうち喀痰吸引と経管栄養の一部を行うことができます。  

・教職員・・・法律に基づく喀痰吸引等研修を修了し、認定特定行為業務従事者と
して、県知事に認定を受けた場合、医師の下、看護師等と連携し、医
療的ケアのうち喀痰吸引と経管栄養の一部を行うことができます。  

※学校において、介護福祉士及び認定特定行為業務従事者が喀痰吸引等を行う場合
は、県知事の登録を受ける必要があります。  

 小学校等においては、学校に配置された看護師等が医療的ケアを行い、教職員はそ
れをバックアップすることとなります。教職員は、学校において行う教育的意義や必
要な衛生環境について理解するとともに、日常的に医療的ケア児の健康状態の把握を
通じて、看護師等と必要な情報共有を行い、緊急時にはあらかじめ定められた役割分
担に基づき対応するなどのバックアップが重要です。  
 また、教職員は、看護師の管理下において、医療的ケア以外の支援（衣服の着脱の
手伝いや、姿勢保持等の補助など）は可能であり、教職員と看護師等が連携して支援
に当たることが大切です。  

 令和３年６月に制定された「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関
する法律」により、保護者の付添いなく学校へ通学できるように支援するこ
とが責務となりました。  

 

 

 

・小学校等における医療的ケア実施支援資料  
（令和３年 6 月  文部科学省）  

 

参考資料 

＊コラム＊医療的ケア  
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校内支援体制の充実  外部機関と連携した支援  

 

＜校内支援体制の現状＞  

高等学校においても、特別な支援を要する生徒一人一人を支援するためには、校内
委員会の設置と特別支援教育コーディネーターの指名により校内支援体制を整備し、
学校全体で取り組むことが大切です。  
県内の県立高等学校では、全ての学校に校内委員会が設置され、特別支援教育コー

ディネーターが指名されています。小・中学校と異なり、特別支援学級が設置されて
いないことから、教頭をはじめ、養護教諭や保健主事など様々な教職員が特別支援教
育コーディネーターを担っていることが特徴的です。  
また、実態把握は「担任、特別支援教育コーディネーター等による観察」を行って

いる高等学校が多く、その他「保護者からの聞き取り」や「校内委員会で収集した資
料を元に把握」など複数の方法
で把握しています。  
さらに、「hyper-QU」や「アセ

ス」などを生徒に実施したり、ス
クールカウンセラーと連携した
りするなど複数の方法で把握し
ている学校も多くあります。  

（令和３年度特別支援教育コーディネーター連絡協議会資料より）   

＜具体的な支援＞  
 支援が必要な生徒について、ほとんどの高等学校で校内委員会を実施し、方策等を
検討しています。また、約 4 割程度の学校で個別の教育支援計画の作成や個別の指導
計画の作成をしています。その他、スクールカウンセラー（SC）やスクールソーシャ
ルワーカー（SSW）、発達障害者支援センター等の外部人材等を活用して、具体的な支
援方法について助言等を得ている学校もあります。  
 特別支援教育巡回相談の派遣依頼は、令和元年度１件、令和 2 年度 13 件でした。  
相談内容等は、生徒への具体的な支援方法についての助言のほか、特別支援教育に関
する校内研修会の講師（主な研修テーマ：合理的配慮について、個別の教育支援計画
等の作成について、進路指導について等）の依頼も多くあります。  
活用した高等学校からは、「生徒の困難さと具体的支援について知ることができ

た」、「作成した個別の教育支
援計画に具体的なアドバイス
をもらい有効だった」などの
感想が聞かれました。  
個別の教育支援計画を活用

し、他機関と連携することで、
生徒への支援を充実させるこ
とができる上に、教員の専門
性も向上させることができます。（令和３年度特別支援教育コーディネーター連絡協議会資料より）  

高等学校における特別支援教育 

キーワード 
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高等学校における特別支援教育 
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    相談にのってみよう  

 

 

 まずは、保護者から中学校での学習の様子等について情報を得ることが大切で
す。その他、関わっている教員全員で実態を共有したり、中学校での支援内容に
ついて再度情報収集したりすることで、適切な支援へつなげることができます。 

 

 

 

・みんなで支える特別支援教育  高等学校教員のために  
 （平成１９年４月  青森県教育委員会）  

 

・みんなで支える特別支援教育  高等学校教員のために Ver.2 
 （平成２０年  青森県教育委員会）  

 
 

 

 「本校では特別支援教育に該当する生徒はいません」、「高等学校は義務教育ではな
いので対応できない生徒の入学は難しいです」等、高等学校においては特別支援教育
について消極的な声が多く聞かれていた時期がありました。しかし、小・中学校等に
おける実践の状況を受け、本県高等学校においても、高等学校特別支援教育体制強化
事業を経てからは大きな変化を感じるようになりました。  
例えば、Ａ高校では、特別支援学校教諭免許状の所持教員が中心となって、授業の

ユニバーサルデザイン化をはじめとして、特別支援教育について積極的に情報を収
集・発信し、校内教職員の特別支援教育の必要性の共有とともにそのための資質向上
に努めていました。また、Ｂ高校では、管理職の強力なリーダーシップの下、特別支
援教育の必要性の共有とともに学校独自の実態把握シートを用いて、生徒の実態把握
を進め、個別の指導計画等の作成・活用に役立てはじめていました。  
 このような高等学校の取組をみると、高等学校における特別支援教育の必要性を、
教職員間で十分に共有することが特に大切だと言えます。授業のプロとして、各教員
が工夫し実践する授業のユニバーサルデザイン化は生徒たちにも大きな変化をもた
らします。生徒が落ち着いて授業に参加できるようになることは、生徒にとって学校
が居心地の良い環境となり、教員にとっても「取り組んでよかった」と実感できる場
になります。自分たちの取組により特別支援教育とはこういうことなのだと理解し、
その必要性を感じることで関心が高まり、さらに学校生活全てにおいての特別支援教
育の充実にもつながっていくことでしょう。高等学校は、生徒の実態も多様であり、
学校が抱えている課題も様々です。この方法でやればうまくいくという確固たるもの
はないでしょうが、地域や学校の特色を生かしながらの取組を進めていくことで、
個々の教職員の大きなやりがいにつながり、この教育の必要性の共有が学校全体での
大きなうねりとなっていくことを願ってやみません。    （エリアアドバイザー） 

 

ケース１３ 入学時、中学校からは特に引継ぎがありませんでしたが、徐々に

学習面で支援が必要になっている生徒がいます。これからどのよう

に対応すればよいでしょうか。 

参考資料 

＊コラム＊高等学校における特別支援教育 



55

 

 

 

早い時期からの相談  合理的配慮の申請  

 

＜大学入学までの主な流れ＞  
近年、大学には「障害学生支援室」等が設置され、障害

等に伴う修学・生活上の困難に関する相談や学内の関係
部署と連携・調整し対応している大学も増えています。  
進学を希望する障害のある生徒については、志望する

大学が、受験時だけでなく、入学後の配慮について、事前
に情報を得ることが大切です。  
大学によっては、受験時の配慮申請について事前に相

談が必要な場合もありますので、オープンキャンパスや
大学説明会などに参加し、直接相談することが大切です。
大学のホームページに、障害学生支援室等について紹介
されています。  
また、合格発表後は高等学校で作成した個別の教育支

援計画等を活用し、引き継ぐことも大切です。  

 

＜大学入学共通テスト受験に関する合理的配慮＞  
 病気・負傷や障害等のために、受験に当たって配慮を希望する場合、個々の症状や
状態等に応じた配慮が受けられます。  
 受験に当たって配慮を希望する場合は、当該年度に独立行政法人  大学入試センタ
ーから配布される「大学入学共通テスト  受験上の配慮案内」に従って必要な書類を作
成し、申請します。  

 ◆必要な申請書類：①受験上の配慮申請書  ②診断書  ③状況報告書  
  ※③については、希望する配慮事項に応じて様式が異なります。また、発達障害

の生徒については、必ず提出が必要となります。  

 ◆申請時期：出願前申請と出願時申請の２通りあります。  

 ◆受けられる主な配慮  

配慮の種別  主な配慮事項  
解答方法や試験時間に関する配慮  点字解答、文字解答、チェック解答、代筆等  
試験室や座席に関する配慮  １階又はエレベーターが利用可能な試験室、窓側の

明るい座席、別室等  
持参して使用するものに関する配
慮  

拡大鏡の持参使用、補聴器又は人工内耳の装用、車
椅子の持参使用等  

その他の配慮  拡大文字問題、手話通訳士、介助者等の配置、リス
ニングの免除等  

※詳細については、当該年度の案内を確認する必要があります。  

進路指導（進学編） 

キーワード 
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※大学での取組等については、独立行政法人  日本学生支援機構（ JASSO）ホームページで
ダウンロードできます。（ホームページ  https://www.jasso.go.jp/）  

・合理的配慮ハンドブック（平成３０年３月）  

 

・はじめて障害のある学生を受け入れるにあたって  
（平成２８年６月）  

 

・障害のある学生への支援・配慮事例（平成２７年４月）  
 

・教職員のための障害学生修学支援ガイド（平成２６年度改訂版）  

 

・障害学生に関する紛争の防止・解決等事例集  
 

・大学入学共通テスト  受験場の配慮案内  
 「障害等のある方への配慮案内」  

https://www.dnc.ac.jp /kyotsu/shiken_jouhou/hairyo.html  
 

 

 

参考資料 
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障害者雇用  就労系事業所の種類  

 

障害のある生徒の進路は、大きく分けて主に「就労」、「福祉サービスの利用」、「進
学」の３つがあります。個々では、「就労」、「福祉サービスの利用」について紹介しま
す。  
※ここでいう「障害のある生徒」は、障害者手帳を所持している生徒を指します。  

＜就労＞：一般の企業に就職すること  
 障害者であることを公表し「障害者枠」で雇用される場合と障害者であること公表
せずに就職する場合があります。  
障害者枠で雇用された場合、その事業所は障害者雇用率のカウントや雇用助成金を

受け取ることができます。  
障害者雇用を希望する場合は、基本的にハローワークに「求人登録」をしますが、

「障害情報登録シート」も記入しますので、所持している手帳や診断書等を持参する
と記入がスムーズです。また、必要に応じて定着支援が受けられます。  

 

＜福祉サービスを利用した就労＞  
 障害者手帳を所持している生徒の場合、以下の福祉サービスを利用し、一定期間就
労を目指した支援を受けることができます。  
 以下の表のうち、就労継続支援 A 型事業所は、最低賃金が支給される契約型雇用に
なります。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜障害者職業訓練校＞  
就職を希望する障害のある方に対し、その能力に適合した職業訓練を行い、職業に

就くことによって自立することを目的としています。（青森県障害者職業訓練校では、
知的障害者・身体障害者を対象とした学科があります。）  

進路指導（就労編） 

キーワード 

障害者との相談を通じて日常
生活面及び社会生活面の課題
を把握するとともに、企業や
関係機関等との連絡調整やそ
れに伴う課題解決に向けて必
要となる支援を実施 
■利用者の自宅・企業等を訪
問することにより、月１回以上
は障害者との対面支援
■月１回以上は企業訪問を行
うよう努める
■利用期間は３年間（経過後
は必要に応じて障害者就業・
生活支援センター等へ引き継
ぐ）
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障害者雇用  就労系事業所の種類  

 

障害のある生徒の進路は、大きく分けて主に「就労」、「福祉サービスの利用」、「進
学」の３つがあります。個々では、「就労」、「福祉サービスの利用」について紹介しま
す。  
※ここでいう「障害のある生徒」は、障害者手帳を所持している生徒を指します。  

＜就労＞：一般の企業に就職すること  
 障害者であることを公表し「障害者枠」で雇用される場合と障害者であること公表
せずに就職する場合があります。  
障害者枠で雇用された場合、その事業所は障害者雇用率のカウントや雇用助成金を

受け取ることができます。  
障害者雇用を希望する場合は、基本的にハローワークに「求人登録」をしますが、

「障害情報登録シート」も記入しますので、所持している手帳や診断書等を持参する
と記入がスムーズです。また、必要に応じて定着支援が受けられます。  

 

＜福祉サービスを利用した就労＞  
 障害者手帳を所持している生徒の場合、以下の福祉サービスを利用し、一定期間就
労を目指した支援を受けることができます。  
 以下の表のうち、就労継続支援 A 型事業所は、最低賃金が支給される契約型雇用に
なります。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜障害者職業訓練校＞  
就職を希望する障害のある方に対し、その能力に適合した職業訓練を行い、職業に

就くことによって自立することを目的としています。（青森県障害者職業訓練校では、
知的障害者・身体障害者を対象とした学科があります。）  

進路指導（就労編） 

キーワード 

 

 

 

・障害者の就労・雇用支援ガイド  
（青森県商工労働部労政・能力開発課）  

 

・はじめての障害者雇用  採用・選考のための障害特性リーフレット  
（青森県商工労働部労政・能力開発課）  

 

・発達障害のある人を支援するために～支援者のためのワンポイント～  
（平成２６年３月  青森県発達障害者支援センター）  

 

・障害者雇用マニュアル５  発達障害者と働く  
 （令和元年８月第５版  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）  

 

・青森県立障害者職業訓練校ホームページ  

 

 
 
 

参考資料 


